
日本経済は長期にわたるデフレ状況から脱却し、持続的なインフレ経済への移行期を迎えている
。この経済環境の根本的変化は、企業の知的財産部門に対して従来のアプローチの抜本的見直しを

求めており、新たな戦略的価値創造への転換が急務となっている 。

Japan's Economic Transition: From Deflation to Inflation (2020-2025)

日本経済は2022年以降、消費者物価指数が継続的に2%を上回る水準で推移し、2024年には日本銀
行がマイナス金利政策を終了するなど、明確にインフレ経済への転換を示している 。この変化
は、賃金上昇、エネルギー価格上昇、円安による輸入物価上昇、世界的な原材料価格上昇など8つの
主要因子が同時に作用することで実現されている 。

企業にとってこの経済環境変化は、従来のコスト削減中心の経営から付加価値創造型経営への転換を
迫るものであり 、知的財産部門もその戦略的役割を根本から見直す必要に迫られている 。

デフレからインフレへ移行する日本経済における企
業知的財産部門の変革戦略
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日本経済の構造的変化と知財戦略への影響

インフレ経済への移行背景
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現代企業において、知的財産を含む無形資産が企業価値の60%以上を占める状況となっており 、
インフレ経済下での競争優位性確保には知的財産戦略が不可欠である 。

Enterprise Value Composition in the Inflation Era: The Dominance of Intangible Assets

長期デフレ経済下で最適化された知財部門は、主にコスト削減と効率化に重点を置き、限定的なリソ
ースでの特許出願業務や権利維持管理に集中してきた 。しかし、このアプローチはインフレ経
済における価値創造の要求に対応できない構造的限界を露呈している 。

従来の知財組織では、集中型と分散型の間で効率性を追求する組織形態の変遷が繰り返されてきたが
、インフレ時代には組織形態そのものよりも戦略的機能の強化が重要となっている 。

知的財産の企業価値における重要性の拡大
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従来の知財部門モデルからの脱却

デフレ時代の知財部門の特徴と限界
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Evolution of Corporate IP Departments: Deflation Era vs Inflation Era

インフレ経済下では、知的財産部門は単なるコスト部門から戦略的価値創造部門への転換が必要であ
る 。これは、特許ポートフォリオの構築を通じた競合排除、ライセンス収入の獲得、M&Aでの
企業価値向上など、「攻めの知財戦略」の実践を意味する 。

政府も「賃上げと投資がけん引する成長型経済」の実現に向けて、知的財産を「稼ぐ力の源泉」とし
て位置づけ 、企業の知財活用による競争力強化を政策的に支援している 。

インフレ環境での価格競争力維持には、海外市場での知的財産権確保と国際標準化への積極的参画が
不可欠である 。日本企業の国際競争力強化には、戦略的な国際標準化を通じた世界市場でのシ
ェア拡大が重要な要素となっている 。

インフレ時代に求められる知財部門の変革

戦略的価値創造への転換
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グローバル展開と国際標準化戦略
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デジタル変革とAI活用による業務革新



知的財産業務における生成AIやデジタルツールの活用は、業務効率を劇的に改善し、戦略的業務への
時間配分を可能にしている 。特許検索・分析で70%、競合インテリジェンスで75%の効率改
善が実現されており 、これらの技術革新は知財部門の業務構造を根本から変革している 。

Efficiency Improvements in IP Department Functions Through AI and Digital Transformation

コニカミノルタでは、AI・デジタルツールを活用した知財業務の自動化により、削減された時間を知
財権の質向上や新たな価値創出に活用する業務シフトを実現している 。東芝の事例では、知財管
理サービスの導入により月2,500件の年金納付業務の大幅な工数削減と属人化解消を達成している
。

知財情報に基づく事業環境分析であるIPランドスケープは、経営戦略と知財戦略の融合を促進する重
要なツールとなっている 。事業戦略における新規事業立ち上げ時の戦略策定や、技術戦略におけ
る研究開発方向の決定において、IPランドスケープの活用が拡大している 。

知財業務のデジタル化とAI導入効果
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IPランドスケープの戦略的活用
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人材戦略と組織能力の強化



インフレ経済下での知財部門には、従来の特許実務に加えて、事業戦略、国際展開、デジタル技術活
用、AI リテラシーなど多様なスキルが求められている 。経済産業省の知財人材スキル標準で
は、戦略機能と実行機能を体系化し、レベル別の能力開発指針を提供している 。

知財部員には「知的財産を駆使して、ワンストップで事業貢献ができるプロフェッショナル」として
の人材像が求められ 、海外駐在、部門間ローテーション、事業部門との兼務などによる多面的な
視点の強化が重要となっている 。

知的財産の価値最大化には、知財部門だけでなく全社員の知財リテラシー向上が不可欠である
。体系的な教育プログラムの構築により、研究開発から事業化まで各段階での適切な知財マネジ

メントが可能となる 。

インフレによる知財関連コストの上昇に対して、単純な費用削減ではなく戦略的な手数料体系の見直
しが必要となっている 。特許事務所との関係においても、物価上昇を反映した適正な価格設定
と、各企業の知財方針に適合した戦略的サービス体系の構築が求められている 。

政府も「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」により、適切なコス
ト転嫁環境の整備を進めており 、知財部門も この枠組みを活用した戦略的コスト管理が可能とな
っている 。

知財部門の変革は、現状分析、デジタル化推進、戦略機能強化、組織能力向上の段階的アプローチが
効果的である 。まず既存業務の棚卸しと見える化を行い、AI・デジタルツールによる自動化を
推進し、創出された時間を戦略的業務に配分する 。

インフレ経済下での競争力強化には、外部との戦略的連携が重要である 。スタートアップとの連
携、大学との共同研究、異業種との提携など、オープンイノベーションを通じた知財の創造と活用が
求められている 。

多様化する知財スキルへの対応
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全社的な知財リテラシー向上
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コスト上昇への戦略的対応

インフレ環境でのコスト管理と価値創造のバランス
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具体的な変革実施戦略

段階的変革アプローチ
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外部連携とオープンイノベーション
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政策支援と制度活用



政府は「知的財産推進計画2023」において、デジタル化とグリーン化の競争に対応した知財戦略の
「両利き化」を提唱している 。企業はこれらの政策方向性と連携し、補助金や支援制度を活用し
た知財戦略の強化が可能である 。

中小企業向けには「知的財産の活用・保護推進アクションプラン」の策定や各種支援施策の拡充が予
定されており 、企業規模に応じた知財戦略の最適化が重要となっている 。

日本経済のデフレからインフレへの移行は、企業知的財産部門に対して従来の効率化中心のアプロー
チから価値創造型アプローチへの根本的転換を求めている 。この変革には、デジタル技術と
AIの積極的活用 、人材の多能力化 、戦略的思考の強化 、そして全社的な知財
意識の向上 が不可欠である。

インフレ経済下での成功には、知的財産部門が単なる管理部門から企業価値創造の中核部門へと進化
し、経営戦略と一体となった戦略的知財マネジメントを実践することが求められている 。こ
の変革を通じて、日本企業は国際競争力の強化と持続的成長の実現が期待される 。

⁂

政府の知財政策との連携
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結論と今後の方向性
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